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Ⅰ．はじめに
保育者養成校（以下、養成校と記す）を取り巻く

現状は厳しい。ここ数年、多数のマスメディアが保
育現場の職場環境（勤務実態・待遇等）について
報道を繰り返し、その魅力や本質とは別のところ
で「保育」が注目を浴びるようになってしまった。
また、すでに人口減少期を迎えている地域に養成校
が立地する場合などは、高校生人口の顕著な減少も
影響し入学者確保に苦戦するような状況も起き始め
ている1）。さらに「高大接続改革」が進んでおり、

「高校までに培った力を更に向上・発展させ、社会
に送り出すための大学教育」となるべく、これまで
以上に「学力の3要素」を満たす多面的・総合的な
入学者選抜が求められるなど新たな体制づくりも急
務となっている2）。他方で養成校は、高校だけでな

く保育現場とも密接に関係している。たとえば昨今
では、「幼稚園教諭免許状更新講習」や「保育士等
キャリアアップ研修」の講師を養成校教員が務める
ことで、保育の最新事情や新制度の情報等を現場に
還元していく役目を担っている。また、「マネジメ
ント」「リーダーシップ」といった概念の普及に取
り組むことで、組織運営・人材育成を支援し、保育
現場における種々の問題の改善にも力を入れ始めて
いる。このように捉え直すと、保育職志望者を集め
養成する点、保育現場における保育の質の向上およ
び環境改善を支援する点において、養成校が抱える
課題は今後ますます大きくなるといえるだろう。

本稿では、このような養成校を取り巻く現状を詳
らかにするとともに、課題を克服していくためにも
高校―養成校―保育現場という三者間を切れ目なく
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つなぐこと（seamless transition）の必要性に言及
したい。これによって、関係する三者間の継続的な
育成環境を整え、従来に比して、保育職志望者の安
定的確保、養成教育の向上、入職促進や定着向上な
どを実現していきたい。さらに本稿の後半では、現
場教員の段階的成長を円滑に結びつけるという意味
でseamless transitionの一例と考えられる「教員育
成指標」における各自治体の作成事例を参考にしな
がら、三者間の継続的な育成環境づくりにおける留
意点をまとめておきたい。

Ⅱ．三者間を切れ目なくつなぐ保育者育成環境の
重要性

１．現状と課題
養成校は、入口側では高校からの移行を、出口側

では保育現場への移行を常に意識しながら教育を実
施している。しかし、この二つの移行（養成校の視
点でいえば両側の接続）が円滑に実現しているかと
問われれば、そうとはいえないのが現実であろう。
ここではまず、各移行期における現状および課題を
見ていきたい。そのうえで、二つの移行が円滑に実
現しない理由として養成校独自のシステム上の制約
を指摘したいと思う。

⑴　高校から養成校へ
養成校への進学理由や保育者志望の動機に関す

る先行研究3）を繙けば、保育者を目指すための
ところとはいえ、様々な進学理由を抱えながら入
学を果たしているという実態が見えてくる。たと
えば、岩田昌子の「進路選択行動」に関する研究
では、「入学時は保育者になるという自覚は全然
なく、子どもが好きでかわいいからなりたいなと
いう程度の思いであった」、「県内の学校なら進学
して良いと親から言われて……子どもに関するこ
とが一番興味を持てたので決めたが消去法4）」と
いった数名の学生たちの想いが紹介されている。
また、高校生の進路意識について考究する長谷川
誠の研究では、以下のような生徒の声が掲載され
ている。「とにかく就職するためにも資格を取り
たいと思ったから……どの資格にするか迷いまし

たが、子供が好きなので保育士に決めました5）」、
「簿記の資格を取ったので、高卒で就職できそう
ならしておきたいと考えています。もし、就職で
きなかった場合は、専門学校に進学して保育士の
資格を取りたいと思っています。資格を取るのが
目的なので、高い学費を出してまで大学には進学
しません6）」。ほかにも中田奈月によると、養成
校「入学時に『保育士や幼稚園教員は専門職では
ない』と認識している者が5人に1人は存在」し、
なぜそのように認識しているのかを尋ねると「子
供と一緒に遊んでお金がもらえる」「子供が好き
なら誰でもできる仕事」「大人相手は難しそうだ
けど、ちっちゃい子相手なら自分でもできそうだ
と思っていた7）」などと回答するのだという。も
ちろん養成校入学生のすべてがこのようなタイプ
であるとは思わないが、少なくともこうした声が
存在する以上、高校時点において、保育の本質や
その仕事の魅力に惹かれてこの職業が選択され
ているとは限らないということになる。あるい
は、「子どもが好きでかわいい」と思えればやっ
ていける仕事、「子どもと遊ぶ」仕事、といった
イメージが先行している可能性もある8）。このよ
うな現状なのだから、保育者を目指すために求め
られる資質能力などは、ほとんどイメージできて
いないのだろう。こうした状態で入学を果たせ
ば、養成校在籍期間での自分の成長（卒業までに
身につけるべき学習成果）をイメージできないま
まに、おぼろげに初年次の学習をスタートしてし
まう。これでは当然、自分の将来展望や保育者と
してのキャリパスなどを明確に描けるわけもない。

それでは、保護者や高校教員（周囲の大人）
は、保育の本質やその仕事の魅力、あるいは保育
者の職業内容の詳細等を理解しているのだろう
か。この点に関して、保育者志望生徒の保護者や
高校教員に対して保育に関するイメージを問う調
査研究は管見の限り見当たらない9）。そのため仮
説の域を越えないが、おそらく中学生や高校生
が「保育者になりたい」といっても、周りの大人
たちは「何をしておけば保育者になれるのか分か
らない」「どういう資質能力が必要なのか説明で
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きない」という状態であろうことは想像に難くな
い。とりあえず保育園でのボランティア・職場体
験や大学のオープンキャンパス見学を提案する、
といったところであろう。いずれにせよこのよう
に見ていくと、本格的に保育の世界に踏み出すタ
イミング（高校から養成校へ）において、円滑な
移行を実現するための基盤はほとんど築かれてい
ないということが了解できよう。せめて、保育の
具体的職業内容や、保育者を目指すうえで養成校
入学までに身につけておくべき資質能力のイメー
ジなどは把握できていると好ましいが、なかなか
上手くはいっていないのが現状である。

加えて、より本質的な話になってしまうが、小
学校以上のいわゆる学校教員と同様に「先生」と
呼ばれる職種ながら、異なる原理（内容・方法）
によって子どもの発達を支援していくという〈保
育の独自性〉が理解されていない、というのも気
になるところである。たしかに保育の原理はとて
も難解な要素を含んでおり、これを高校段階から
理解するよう要求することには無理がある10）。し
かし、そこに保育の魅力があることは間違いな
い。難解な根本原理を一人でも多くのステークホ
ルダーに理解してもらおうと試みることは、学問
の発展においては必須の行動である。これまで、
この点を養成校の責務として引き受けるのに消極
的であったということも反省しなければならない
だろう。

⑵　養成校から保育現場へ
養成校から保育現場への移行に関する研究は数

多く存在する。たとえば、新任保育者が抱く困難
や葛藤に焦点を当てる研究11）、養成校での授業内
容（学習成果）と保育現場が求める資質能力との
関係性を検討する研究、はたまた実習を通じて現
場との連携・相互理解を深めるための方策を探る
研究など、様々な角度から研究が蓄積されている
12）。紙幅の関係でその一つひとつを見ていくこと
は不可能だが、おおよそすべてに共通しているの
は、養成校から保育現場への移行に際して何らか
のギャップが生じているのではないか、という課

題意識である。
ところで、たとえば中村勝美が明らかにしてい

るように、保育者に必要な資質能力を学生に尋ね
ると「笑顔」「明るい」「元気」といった漠然とし
た感覚的イメージを挙げるという13）。もちろん、
これらが必要なことは間違いないが、これらが
揃っていれば保育が務まるというわけではない。
それにもかかわらず、こうした研究結果が存在す
るということは、養成校では笑顔・明るさ・元気
を最重要視し、その一方で求められる資質能力の
詳細についての理解を促していないという可能性
を示唆している。

そもそも、新任保育者不適応に輪をかけて、お
およそ多くの自治体では保育者不足や人材育成の
困難性が絡まり、保育現場は複雑な様相を呈して
いる。人がいないため人が育っていかず、人が育
たないため人がいなくなるという悪循環が起きつ
つあるのもたしかである。これを阻止すべく保育
業界全体の人材確保、人材育成の基盤の見直し
が進められているし14）、ほかにも〈賃金引上げ〉

〈ICT化〉〈修学資金の貸付〉〈潜在保育者の再就職
支援〉〈保育関連事業主の雇用管理改善〉〈非正規雇
用保育者のキャリアアップ〉15）など、国をはじ
め各自治体においても、保育者確保と人材育成に
対して積極的に取り組んでいるところである。し
かしそれでも、現場の感覚でいえば、仕事の複雑
化、高度化が進み、新しい次元の職務や書類作成
の煩雑さが増している。専門性が謳われ、「マネ
ジメント」「リーダーシップ」の普及も求められ
るなど質の向上が叫ばれる一方で、ICT化、業務
のスリム化・委託化等の検討にも迫られている。
このような現場の激変期にあって、上記のように
笑顔・明るさ・元気があればよい、という養成校
の姿勢は移行に際する段差をますます広げてし
まっているだけなのではないだろうか。

⑶　移行期問題は移行者に問題があるではなく
システムに問題ありと捉えるべき

以上を概観していえるのは、高校から養成校、
あるいは養成校から保育現場というどちらの移行
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に際しても少なからず不適応状態が存在する、と
いうことである――おそらく、そこまで問題が顕
在化していないだけで、実際は、もっと多くの葛
藤が移行に際して生じているものと推測される。
これを保育職志望の本人の立場から記述し直せ
ば、現在の保育者育成環境の実態というのは、保
育者を志望する時点から保育者になった後の将来
に至るまで、一筋のキャリアパスとして見通すこ
とができず、さらに移行期における仕組みや価値
観の違い（段差）については、自分たちで勝手に
乗り越えなさい、と放り出されてしまっている状
態なのだといえるのだろう。

さらにもう1点指摘しておきたいのは、これだ
け膨大に先行研究があるにもかかわらず、両側の
移行の問題を生徒―学生―保育者本人の問題（選
択行動・志望動機・学習意欲・職業観・能力等）
から捉えようとする枠組みのみが先行してしまい
がちで、養成校が抱える構造上、システム上の限
界を改善へと結びつけようとする取り組みが少な
いということである。しかし、そもそもこのよう
に二つの移行が不適応状態を含むのは、保育者養
成教育が、養成校内部に閉じてしまっていること
に起因するのではないか。たとえば現在、策定が
義務づけられている三つのポリシーにしても、多
くの養成校はあくまで自らの立場から、卒業時点
で獲得すべき学習成果の目標（DP）およびその
達成のための教育課程編成等（CP）を設定して
しまいがちである16）。また、DP・CPとの関連を
意識せぬままに、入学時点で保有していて欲し
い能力水準をAPとして記述してはいないだろう
か。しかし、中教審答申「第3期教育振興基本計
画」17）でも強調されている通り、DP・CP・AP
とは、入学前および卒後の社会との接続が図られ
なければならないものである。もしも両接続を含
めた全体の流れのなかで保育者養成教育を捉えな
ければ、社会とのつながりを失ってしまうかもし
れない。したがって、たとえばDPは、保育者初
任時に求められる資質能力を過不足なく表すもの
でなければならないし、さらにその記述内容につ
いても養成校卒業までに獲得すべき学習成果を表

わしながら、その前段階（高校―養成校）からの
継続的発展をも含み込むものでなければならな
い。同様に、その後段階（現場保育者として40年
以上にわたるキャリアパス）にも継続的発展可能
性を含み込むものでなければならない。このよう
に見ていくと、移行期問題を移行者の問題として
眺めるよりも、既存のシステムの問題として捉え
る視点を忘れてはならないことが了解できるだろう。

２．システムの再構築：
「キャリア・ルーブリック」の開発

それではこのような現状と課題を克服するため
に、養成校として何ができるのであろうか。ここま
での考察から導き出されるのは、二つの移行期を滑
らかに接続するシステムの構築である。換言すれ
ば、高校―養成校―保育現場を構造的に結びつける
システムの構築である。さらにいえば、その三者間
を極力、切れ目のないように（シームレスに）する
=連続的に継ぎ目のない接続を実現できれば、なお
よいだろう。もちろん、ここに書いたことは既存の
三つのポリシー（DP・CP・AP）を改善していくこ
とで一部実現可能ではある。しかし我々は、既存の
三つのポリシーに上手に重ね合わせながらも、保育
者になるために（保育者として）一定の時期ごと
に求められる資質能力の詳細を目標群とするよう
な「ルーブリック」の開発を企図している。それと
いうのも、高校―養成校―保育現場の各時期で身に
つけるべき資質能力およびその段階的基準を関係者
間で共通化し、それをルーブリック上に反映してい
くことで、それ自体がより具体的な学びの内容（=
目指すべき目標群）を示すものとなるからである。
つまり、作成されたルーブリックは「学びの可視
化」を実現するものとなり、これを関係者間で共有
することにより、常に学習成果を社会と結びつけて
いくことが可能となるのである。もちろんこのルー
ブリックは、養成校内部でのみ使用するようなもの
ではなく、各ステークホルダーとの共有を重視する
ものである。「保育職を志望する段階」から「管理
職の保育者になる段階」までの間に求められる資質
能力を、一貫して体系化した長期的段階的基準表と
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なることから、我々はこれを、保育者育成のための
「キャリア・ルーブリック」と名づけ開発を行なっ
ていきたい。

なお、こうした着想は、類似の事例を参考にしな
がら生まれた。たとえば、保育分野では「保育者
のライフステージと危機」「保育者とアイデンティ
ティ」といったテーマのもと「保育者のステージモ
デル」を改良し続いている秋田喜代美の研究18）や

「京都式保育人材キャリアパスモデル」19）、あるい
は「高知県教育・保育の質向上ガイドライン」に掲
載されている「各キャリアステージに求められる資
質・指導力」と題した表20）などが本研究での問題
意識を具体化させてくれた――ただし、これらはい
ずれも保育者になってからのキャリアパスを表にす
るものであり、高校から養成校の間のモデルを示し
てはいない。また、かなり近しい課題意識のもとに
看護教育の在り方を検討している日本赤十字九州
国際看護大学の「『学士課程教育』と『看護現場で
の現任教育』のシームレスな接続を目指して」（平
成28年度「大学教育再生加速プログラム」選定取
組）21）や「教育のアウトカムとして全ての医師が
修得すべき能力とそこに至るマイルストーンズを設
定」し「医学教育から臨床研修へのシームレスな医
師育成」を実現しようと考察する田邊政裕の研究22）

などからは、seamless transitionの必要性を確信し
た――先と同様、これらの研究においても高校から
大学教育の間をつなぐモデルは示されていない。そ
の点では、高校にまで範囲を広げて、三者間のシー
ムレスな接続を企図しているところに本研究の独自
性があるといえよう。ほかにも、田園調布学園大学
のように「全学生が自ら学年ごとに学修成果を振り
返って確認することができる点検・評価表」として
の「ルーブリック」を作成し「履修要項」に掲載す
るなどしている取り組み23）から、本研究を具体物
として表現した際のイメージを膨らませることがで
きた。

ところで、「キャリア・ルーブリック」の開発を
進めることで、どのような効果や成果が期待できる
のであろうか。以下では、この点について簡潔にま
とめておきたい。

⑴　三つのポリシーの実質化
先にも述べたように、養成校が示す三つのポリ

シーにおいては、入学前の高校および卒後の保育
現場との関係性のもとに、実質的な内容を記述す
ることが求められている。その点、「キャリア・
ルーブリック」を作成しようとすれば、必ず高校
―養成校―保育現場の三者が協働して議論を深め
る必要があり、結果的に、ルーブリックに記載さ
れる目標群は実質的な内容となるはずである。ま
たその記載内容をDPやAPとして示すことも可能
であろうから、特に「高大接続改革」が求められ
るなか、しっかりと根拠のあるAPの提示も実現
できることになる。さらにいえば、各時期におけ
るルーブリックに記載される目標が、学生の学習
や自己評価とも関連することで、結果的にルーブ
リックそれ自体がアセスメントポリシーの一部と
して機能することも期待できるであろう。

⑵　学びが連続していくことで未来が
イメージしやすくなる

現在、すでに多くの高校において、「ふれあい
体験」「職場体験」「インターンシップ」といった
名称で保育現場体験が実施されており24）、この体
験を通して一部の高校生は保育への関心を高めて
いく。しかし、現状としては子どもたちとの「出
会い」や先生との「出会い」に満たされてしま
い、その先の保育者への道のりに直接つながるよ
うな深い学び―たとえば、発達の違いや保育
者の環境構成に関心を抱く、など―を実現で
きているかは疑わしい。こうした現状に対して、

「キャリア・ルーブリック」があれば、高校生自身
も保育現場体験を通して見たこと感じたことが、
近い将来どのような学びへと昇華していくのか、
など保育の学びを立体的に捉えることが可能とな
る。また、すでに一部の養成校等が実施してい
るような、養成校側がプログラムを用意する「保
育体験ツアー」25）などにおいて、今回開発する

「キャリア・ルーブリック」を示しながら、その日
の保育体験の目標を参加者全員で共有したうえで
子どもにふれ合う、といった企画構成が立てられ
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るようになるだろう。あくまで高校から養成校へ
の移行に伴うギャップを軽減し円滑な接続を目指
す取り組みであるから、「キャリア・ルーブリッ
ク」を活用しながら、今まで以上に学びの連続性
を見せていく、という点を意識していきたい。

⑶　持続可能な育成環境の実現
（地域全体で保育者を育てていくということ）

ここで特に強調しておきたいのは、このように
保育現場に直接、高校生がアプローチしてくる機
会を大切にせねばならないということである。な
ぜなら、高校生からすれば「キャリア・ルーブ
リック」を進めていった先にいるのが現場の保育
者なんだという実感が生まれるであろうし、保育
者からすれば、自分も「キャリア・ルーブリッ
ク」にあるような学びのプロセスを経て、今ここ
でこうして働いているんだという実感を得ること
ができるはずだからである。こうして双方が向き
合うことで、保育の魅力をお互い感じるととも
に、養成校教員だけでなく、現場保育者も一丸と
なって人材育成に取り組む必要性が理解できるの
ではないだろうか。

もちろん、「キャリア・ルーブリック」の開発
やそのための連携等をリードしていくのは養成校
の役目になる。ただし、単に「キャリア・ルーブ
リック」が完成すればよいのではなくて、三者間
の連携によって、保育に関わる様々な人々が共に

〈保育を語る〉〈保育の魅力を語る〉という雰囲気
を醸成することこそを目指さねばならない。保育
を〈語れるもの〉とし、守るべき魅力を明らかに
することが、未来に向けての好循環を切り拓き、
保育を持続的に発展させる原動力となる。換言す
れば、保育関係者はもちろん、保育をよく知らな
い人々にも「キャリア・ルーブリック」の存在か
ら保育に興味をもってもらうことが、将来にわた
る人材確保を含めた〈保育の持続可能性〉につな
がるのではないだろうか。

Ⅲ．「教員育成指標」：類似の作成事例に学ぶ
ここからは、高校―養成校―保育現場をシームレ

スにつなぐ育成環境の構築に向けて、今後開発を進
めていく「キャリア・ルーブリック」の作成過程に
ついて考えてみたい。そもそも「ルーブリック」と
は、古くは「朱書きや赤刷りにした礼拝の手順に関
する指示や規則、教会や主教の指示」を意味してい
たが、そこから派生して現在のように「ある課題に
ついて、できるようになってもらいたい特定の事柄
を配置するための道具」という意味で使われるよう
になった。ルーブリックは、ある課題に対して、評
価観点（課題が求める具体的な資質能力の観点）・
評価尺度（達成レベル）・評価基準（その状態の特
徴を例示する具体的記述）という３つの要素を表
にしたものが一般的である26）。今後「キャリア・
ルーブリック」を開発する過程では、上述の三者間
の連携を図りながら、こうした評価観点や評価基準
を細かく定めていく作業が中心となろう――評価尺
度まで用意するかは今後の検討による。各評価観点
の最高レベルのみを記述した「採点指針ルーブリッ
ク」と呼ばれるものも一般的に活用されている。

ところで、正直なところ、実際の「キャリア・
ルーブリック」の体裁や様式の詳細について本稿で
これ以上述べることはできない。そこで以下では、
現場教員の段階的成長を円滑に結びつけていくとい
う意味でseamless transitionの一形態と考えられる

「教員育成指標」27）の作成事例を手がかりとしなが
ら、「キャリア・ルーブリック」作成時における留
意点をまとめておきたい。

１．資質能力をどのような枠組みで捉えるか
礒部年晃の研究28）によれば、彼が調査した7自治

体の「教員育成指標」においては、「教職の素養」
と「教職の実践」という2つのフレームに分けて教
員に求められる資質能力を捉えることが可能だとい
う。前者「教職の素養」とは中教審の言葉を当ては
めれば「社会人に求められる基礎的な能力」「教育
公務員の使命と責任」に該当する範疇のものを指
し、たとえば宮城県の「教育への情熱」「たくまし
く豊かな人間性」「自己研鑽力」などが想定される
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という。これに対して後者「教職の実践」とは同じ
く中教審の言葉を当てはめれば「学習指導と評価の
力」「児童生徒指導と集団づくりの力」「チーム学校
を支える管理・運営・協働力」であり、同様に宮城
県で見れば「授業力」「生徒指導力」「子供理解」「学
校を支える力」がここに該当すると示している29）。

そもそも教員に求められる資質能力を、どのよう
な枠組み（ルーブリックでは評価観点）で、さらに
はいくつの枠組みで表すか、というのは人によって
相当意見の分かれるところであろう。礒部がいう

「教職の素養」「教職の実践」といった区分は、現場
からすると捉えやすい枠組みかもしれないが、「学
力の3要素」を基軸としながら教育を編成している
高校や養成校側からすると、幾分、馴染まないと
ころも出てくるように思われる。今回「キャリア・
ルーブリック」を作成する際には、高校―養成校間
で共通の「学力の3要素」という枠組みと、保育現
場で資質能力を捉える際の枠組みとの整合性を保つ
という作業に苦労するものと想定される。さらに細
かく養成校の立場から考えるならば、第Ⅱ章でも触
れたように、DPというシステムといかにつないで
いくか、という点も含み込んで考えていかねばなら
ない。しかし、この点こそが、保育および保育職を
どのようなものとして捉えているかを示す、ルーブ
リック開発の要の箇所である。そうした意味で、資
質能力を捉える枠組みの議論は慎重に行うべきだろう。

２．どのようにキャリアステージを捉えるか
「キャリアステージ」といういい方は現任職員の

職務歴をどのように区分するか、という際によく
使われるものであって、今回開発する「キャリア・
ルーブリック」のように、高校や養成校段階まで想
定する場合にも当てはまるのかは議論の余地がある
が、とりあえずここでは、「教員育成指標」での区
分法を参考にしておこう。多くの自治体は、「教員
育成指標」上の最初のキャリアステージを養成校段
階から始めている。とはいえ、養成教育内部の詳細
というよりは「採用時」といった捉え方が一般的で
ある。たとえば北海道の「教員育成指標」は「養
成段階」から始まる。ほかにも、「第 0期」=「採

用時（教員養成期における到達目標）」（大阪府）、
「横浜市が求める着任時の姿」、「採用段階」（熊本
県）30）など、名称は様々だが、養成校―教育現場
のseamless transitionが意図されていることは、各
自治体の表を見ることで了解できる。

ただし、ここで注意したいのは、たとえば北海道
の「養成段階」での目標にあるように、「子ども一
人一人のよさや可能性に目を向けようとしている」
や「ICTを活用した指導が求められる背景や重要性
について理解している」といった大学生向けの（ま
だ働いてはいないという想定で）記述がされてい
る点である。他の自治体も同様で、その後の「第1
期」〜「第4期」（大阪府）、「第1ステージ」〜「第3ス
テージ」（横浜市）、「基礎期」〜「円熟期」（熊本県）と
比べれば、求められる資質能力は非常に基本的、あ
るいは抽象的で具体性を欠いたものとなっている
31）。このことは、「キャリア・ルーブリック」開発
時にも、よく考えねばならない点かもしれない。そ
れというのも、能力観というのは人によってまった
く異なるだけでなく、所属する組織や経験によって
もかなり左右され得るものだからである。すぐ思い
浮かぶのは、まだ新任の保育者であるにもかかわら
ず、本人のこなせる量をはるかに超えるような業務
を要求してしまったり、また反対に、本人はもっと
できると自己評価しているにもかかわらず、単純な
作業しかさせてもらえなかったり、といった状況で
ある。つまり、養成校として定めるDPをまずは意
識しながらも、保育現場の要求との接点を探し、上
手に段階的成長になるように記述していくという作
業が必要となってくるのではないだろうか。

もう一つ、キャリアステージの話題としてふれ
ておきたいのが、「初任時」「基礎期」「第1ステー
ジ」といった区分の先のことである。なぜなら、こ
の先の区分法については、各自治体によってかなり
の相違が見られるからである。たとえば単純に「経
験年数別」に作成する自治体もあれば、「職能（職
種）別」に作成する自治体も存在する。また、こう
したキャリアステージを同一の横軸に載せていく場
合もあれば、職能に応じて全く別の表を用意する
ような場合も見受けられる32）。併せて、キャリアス
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テージを経験年数で既定している場合でも、たとえ
ばどれくらいの期間を第1ステージ（初任時・基礎
期など）、どれくらいの期間を第2ステージ（向上
期・資質成長期など）とするかには大きな違いが見
られる。当然ながら、ステージ設定の期間があまり
に細かすぎれば煩雑なものとなるし、期間があまり
に大雑把なものだと意欲の持続がしづらかったり現
実との齟齬が目立ったりすることになる。以上のこ
とから、適切なステージ区分を見出すことも、ルー
ブリック開発においては重要となるだろう。質的転
換の節目をどういったスパンで捉えていくか―た
だし、最終的にはその転換の節目をシームレスにつ
なぐことをねらう―という作成側の考え方が反映
されるのが、このキャリアステージなのだといえよう。

３．「教員育成指標」策定に関する
アンケート調査から

2018年12月に教職員支援機構次世代教育推進セン
ターが実施した指標策定に関するアンケート調査33）

（67自治体が複数回答:以下の括弧内の数字は選択肢
を選んだ自治体数）によれば、「教員育成指標」を
どのように周知したかという項目で多数を占めてい
るのが「校長会で説明（59）」「教育センターにお
ける研修講座での説明（57）」「学校に『指標』を
配布（55）」等である。これに対して「教員一人一
人に『指標』を配布（16）」「校内研修での管理職
による説明（19）」等は少数となっている。また周
知の状況については「管理職」「中堅教員」「若手教
員」いずれも「説明機会が多く概ね周知」されてい
ると読み取れるが、より細かく見ると「概ね周知」
は「管理職（53）」「若手教員（49）」「中堅教員

（41）」という順になっており―「十分には周知で
きていない」のも「中堅教員」の数が多い―、特
に「中堅教員」への周知が他と比較して困難な状況
にあることが窺える。たしかに、自分のやり方を見
つけ仕事にも慣れてきた中堅層に対して、指標の意
義や必要性を理解してもらうには、「管理職」「若手
教員」以上に配慮を要するのかもしれない。

次に、「教員育成指標」の達成を支援するために
自治体として実施している工夫としては、「達成に

役立つ研修講座案内（26）」「『指標』の見方を示し
たパンフレット（26）」「研修終了後アンケートで
達成状況を自己評価（20）」「自己評価シート・冊
子等を作成・配布（19）」等となっている。当然だ
が、指標は作成して終わりではなく、その指標をも
とに進路行動に向かったり、養成校での学びを充実
させたり、現場研修の内容を吟味したり、といった
多方面で活用されて初めて意味をもつ。そのために
もすべての関係者がよりよくその指標を活用できる
ような導きの材料も併せて提供していく必要があ
る、ということであろう。

ところで、「教員育成指標」に関して、現在「優
先順位の高い課題と考えられるもの」としての結果
は次のような順になっている。「『指標』の周知・理
解（43）」「『指標』に対応した研修効果把握（37）」

「『指標』に対応した研修実施（27）」「養成・採用・
研修充実のための大学との連携（27）」「『指標』の
改善を図るPDCAサイクル構築（24）」「『指標』に
対応した研修内容作成（15）」「『指標』の改善・見
直し（12）」「『指標』に対応した教員採用方法検討

（3）」。この結果を概観してみると、回答した67自
治体の半数以上が課題として掲げている「周知・理
解」および「効果把握」が難しいという点が見出せ
るかもしれない。当然、周知と内容の理解を図らね
ばならないが、それだけでなく、求める資質能力の
目標達成支援の方法開発、あるいは指標の点検・評
価・改善の際に根拠とすべきデータの把握方法（効
果測定方法）の開発等も並行して考えていく必要が
ある、ということなのだろう。

Ⅳ．おわりに
最後に、少し異なる視点から今回の研究を見てお

くことにしよう。本稿では「キャリア・ルーブリッ
ク」開発に向けて、このような指標化（スタンダー
ド化）の長所に焦点を当てて論じてきた。おそらく
この開発によって、〈保育の専門性〉の具体的な内
容が活発に議論され、次第に明確化・標準化してい
くことと思われる。こうした作業によって我々は、

〈保育の専門性〉を高度化するとともに、対外的な
存在証明をつくり出す（正当性を確保する）ことに
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なる。これらが保育の発展に寄与するであろうこと
はいうまでもない。

けれども、こうした指標化には、もちろん弊害も
つき纏う。たとえば、資質能力の明確化を図るとい
うことは、今まで以上に不適合状態が鮮明になるお
それがあるということを忘れてはならない。指標が
存在することで、むしろ早い段階から自分には合わ
ないと判断し、保育職をあきらめてしまう高校生が
現れる可能性は否定できない―もちろん、指標が
あることで保育職への興味関心を深めていく、とい
う生徒も現れるはずだが。

さらに、指標が明確になると、今まで以上に比較
が容易となり、無意識的ながら管理的要素を強めて
しまう可能性が出てくる。「教員育成指標」策定を
批判的に論じる際によく書かれることだが、「組織
の『改善』や教職員の『成長』を組織内外で透明
化し統制する装置としてスタンダード策定が進め
られ」たり、「教職の他律性の強化に向かっている
34）」のでは、せっかくの長所が影を潜め、単に監
査可能な対象を生み出しているに過ぎなくなってし
まう。ほかのいい回しを借りれば、「本来は個々の
教師の力量形成の手段にすぎないスタンダードが自
己目的化し、儀礼的にその形式だけが追い求めら
れるようになり、教育の自由や自発性が奪われ35）」
ていく可能性があることは肝に銘じなければなら
ない。こうした事態を避けるためにも、開発され
た「キャリア・ルーブリック」においては、PDCA
サイクルのなかで適宜改編していくという不断のメ
ンテナンスを前提としていくことが求められるだろ
う。ステークホルダーとの協議や地域社会等の変化
に柔軟に対応することを心がけ、決して、権力によ
る統制手段として用いられないように―「キャリ
ア・ルーブリック」に合致しないことによる不利益
が生じないように―しなければならない。
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